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  （百万円未満切捨て）

１．平成30年３月期第２四半期の連結業績（平成29年４月１日～平成29年９月30日） 

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属する 

四半期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

30年３月期第２四半期 41,967 3.9 675 16.2 822 68.7 578 13.2 

29年３月期第２四半期 40,374 △11.4 581 △28.5 487 △45.2 511 △6.8 
 
（注）包括利益 30年３月期第２四半期 932 百万円 （279.4％）   29年３月期第２四半期 245 百万円 （△29.7％） 

 

 
１株当たり 

四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

30年３月期第２四半期 128.67 － 

29年３月期第２四半期 113.31 － 

（注）当社は、平成29年10月1日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計年度の期

首に当該株式併合が行われたと仮定して、「１株当たり四半期純利益」を算定しております。 

 

（２）連結財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

30年３月期第２四半期 44,025 15,275 34.7 3,396.22 

29年３月期 42,654 14,660 34.4 3,258.96 
 
（参考）自己資本 30年３月期第２四半期 15,275 百万円   29年３月期 14,660 百万円 

 

２．配当の状況 

  
年間配当金 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

29年３月期 － 0.00 － 7.00 7.00 

30年３月期 － 0.00       

30年３月期（予想）     － 70.00 － 
 
（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無： 無    

当社は、平成29年10月1日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。平成30年３月期（予

想）の１株当たり期末配当金については、当該株式併合の影響を考慮した金額を記載し、年間配当金合計は「－」

として記載しております。株式併合を考慮しない場合の平成30年３月期（予想）の１株当たり期末配当金は７円と

なり、１株当たり年間配当金合計は７円となります。詳細については、「業績予想の適切な利用に関する説明、そ

の他特記事項」及び平成29年８月10日に公表いたしました「株式併合に伴う配当予想の修正に関するお知らせ」を

ご覧ください。 

 



３．平成30年３月期の連結業績予想（平成29年４月１日～平成30年３月31日） 

  （％表示は、対前期増減率） 
 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属 
する当期純利益 

１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

通期 90,000 6.2 1,650 4.1 1,750 5.3 1,200 △8.8 266.77 
 
（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無： 無    

年次での業績管理を行っておりますので、通期業績予想のみを開示しております。 

当社は、平成29年10月1日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。平成30年３月期の連

結業績予想における１株当たり当期純利益については、当該株式併合の影響を考慮しております。詳細について

は、「業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項」をご覧ください。 

 

※  注記事項 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）： 無    

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用： 無    

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ： 無    
 

②  ①以外の会計方針の変更                      ： 無    
 

③  会計上の見積りの変更                        ： 無    
 

④  修正再表示                                  ： 無    

 

（４）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 30年３月期２Ｑ 4,564,573 株 29年３月期 4,564,573 株 

②  期末自己株式数 30年３月期２Ｑ 66,695 株 29年３月期 65,943 株 

③  期中平均株式数（四半期累計） 30年３月期２Ｑ 4,498,320 株 29年３月期２Ｑ 4,512,529 株 

(注)期末自己株式数及び期中平均株式数の算定にあたり控除する自己株式数には、役員向け株式交付信託が保有す

る当社株式を含めております。 

当社は、平成29年10月1日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計年度

の期首に当該株式併合が行われたと仮定して、「期末発行済株式数」、「期末自己株式数」及び「期中平均株

式数」を算定しております。 

 

※  四半期決算短信は四半期レビューの対象外です。 

 

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

（将来に関する記述等についてのご注意） 

 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等

は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

 

（株式併合後の配当及び連結業績予想について） 

 当社は、平成29年６月27日開催の第129回定時株主総会において、株式併合について承認可決され、平成29年10

月１日を効力発生日として、普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。なお、株式併合考慮前

に換算した平成30年３月期の配当予想及び連結業績予想は以下のとおりとなります。 

１．平成30年３月期の配当予想 

１株当たり配当金 第２四半期末 ０円00銭（注１） 期末 ７円00銭（注２） 

２．平成30年３月期の連結業績予想 

１株当たり当期純利益 通期 26円68銭 

 

（注１）第２四半期末の配当は、株式併合実施前の株式数に対して支払われます。 

（注２）株式併合考慮前に換算した配当額です。 

（注３）平成30年３月期の年間配当金（株式併合考慮前）は７円00銭となります。 
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

 当第２四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年９月30日）におけるわが国の経済環境は、個人消

費、設備投資ともに持ち直しの状況があり、雇用・所得環境の改善が続くなかで、各種政策の効果もあって、景気

は緩やかな回復基調が続いていると見られます。一方で、中国を始めアジア新興国等の経済の先行き、政策に関す

る不確実性による影響、地政学的リスクの高まり、金融資本市場の変動の影響に留意する必要がある状況となって

おります。 

 当社事業に関連する市場のうち、建設関連市場、電子機器市場、自動車関連市場は堅調な動きとなっておりま

す。一方太陽エネルギー関連市場は、平成29年４月より改正FIT法の施行に伴う行政側の事業計画認定審査の長期

化の解消が進みましたが、当第２四半期連結累計期間を通しては低調に推移いたしました。また、アパレル市場も

低調に推移いたしました。 

 このような環境の下、当社グループでは太陽エネルギー関連分野、繊維関連分野で売上が減少しましたが、建設

資材関連分野、樹脂関連分野、電子部品関連分野で売上が増加した結果、全体としては売上が増加しました。販売

費及び一般管理費については、売上増加に応じて対売上高比率で横ばいとなり、営業利益は増加しました。また、

為替差損益の影響で経常利益も増加し、親会社株主に帰属する四半期純利益も増加しました。 

 

 この結果、当社グループにおける売上高は、41,967百万円（前年同四半期3.9％増）、営業利益は675百万円（同

16.2％増）、経常利益は822百万円（同68.7％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は578百万円（同13.2％

増）となりました。 

 セグメント別の業績は次のとおりであります。 

 

①建材 

 建設資材関連分野におきまして、需要の増加が前年度後半期より継続しており、売上が大幅に増加しました。一

方太陽エネルギー関連分野は、改正FIT法の施行に伴う行政側の事業計画認定審査の長期化の解消が進みました

が、当第２四半期連結累計期間を通しては市場が低調に推移したため、住宅用の売上が減少し、産業用の売上増加

により一部補ったものの、全体としては売上が減少しました。その他の事業分野はほぼ前年同四半期並みとなり、

建材セグメント全体では売上が増加しました。また工事受注に注力した結果、売上総利益率も改善し、セグメント

利益は大幅に増加しました。 

 この結果、当セグメントの売上高は、24,326百万円（同3.9％増）、セグメント利益は386百万円（同670.3％

増）となりました。 

 

②産業資材 

 繊維関連分野では、アパレル市場の低迷により売上は減少しました。また産業繊維関連分野も需要の低迷により

売上が減少しました。一方樹脂関連分野、電子部品関連分野では自動車関連市場、電子機器市場の堅調な動きに連

動した需要が拡大し売上が増加したことで、産業資材セグメント全体では売上が増加しました。 

 しかしながら、電子部品関連分野で海外拠点の拡大、自社工場新設等の準備費用及び体制強化費用が発生したこ

と等により、販売費及び一般管理費が増加した結果、セグメント利益は大幅に減少しました。 

 この結果、当セグメントの売上高は17,465百万円（同4.1％増）、セグメント利益は193百万円（同57.2％減）と

なりました。 

 

③賃貸不動産 

 賃貸マンションの収益性改善等により、売上、セグメント利益ともに増加となりました。 

 この結果、当セグメントの売上高は175百万円（同1.9％増）、セグメント利益は95百万円（同20.3％増）となり

ました。 
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（２）財政状態に関する説明 

 当第２四半期連結会計期間末は、流動資産は32,209百万円（前連結会計年度末比2.7％増）となりました。主な

要因は、配当金、税金等の支払により現金及び預金が224百万円減少し、一方で、受取手形及び売掛金が698百万

円、商品及び製品が453百万円それぞれ増加したこと等によるものであります。 

 固定資産は11,816百万円（同4.6％増）となりました。主な要因は、時価の上昇等により投資有価証券が629百万

円増加したこと等によるものであります。 

 流動負債は25,177百万円（同4.6％増）となりました。主な要因は、支払等により支払手形及び買掛金が771百万

円減少し、一方で、新規借入等により短期借入金が1,750百万円増加したこと等によるものであります。 

 固定負債は3,572百万円（同9.0％減）となりました。主な要因は、長期借入金が521百万円減少したこと等によ

るものであります。 

 純資産合計は15,275百万円（同4.2％増）となりました。主な要因は、配当金の支払により利益剰余金が316百万

円減少し、一方で、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上により利益剰余金が578百万円、時価の上昇等によ

りその他有価証券評価差額金が438百万円それぞれ増加したこと等によるものであります。 

 

（キャッシュ・フローの状況） 

 当第２四半期累計会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、2,592百万円となり、

前連結会計年度末と比べ224百万円の減少となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期連結累計期間の営業活動における資金の減少は、1,064百万円（前年同四半期は651百万円の増加）

となりました。主な要因は、税金等調整前四半期純利益の計上により増加した一方で、法人税等の支払、売上債権

やたな卸資産の増加、仕入債務の減少により減少したこと等によるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期連結累計期間の投資活動における資金の減少は、46百万円（同464百万円の増加）となりました。

主な要因は、投資有価証券の売却により増加した一方で、有形固定資産および無形固定資産の取得により減少した

こと等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期連結累計期間の財務活動における資金の増加は、902百万円（同1,773百万円の減少）となりまし

た。主な要因は、配当金の支払、長期借入金の返済により減少した一方で、短期借入金の増加により増加したこと

等によるものであります。 

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

 連結業績予想については、平成29年５月11日の「平成29年３月期 決算短信」で公表いたしました平成30年３月

期通期の連結業績予想に変更はありません。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成29年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 2,817 2,592 

受取手形及び売掛金 24,990 25,688 

商品及び製品 2,639 3,092 

仕掛品 43 50 

原材料及び貯蔵品 87 90 

未成工事支出金 329 397 

その他 567 416 

貸倒引当金 △114 △119 

流動資産合計 31,360 32,209 

固定資産    

有形固定資産 5,727 5,617 

無形固定資産 166 157 

投資その他の資産    

投資有価証券 3,749 4,378 

退職給付に係る資産 191 197 

その他 1,502 1,509 

貸倒引当金 △43 △45 

投資その他の資産合計 5,399 6,040 

固定資産合計 11,293 11,816 

資産合計 42,654 44,025 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成29年９月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 20,725 19,954 

短期借入金 1,705 3,455 

未払法人税等 316 212 

賞与引当金 353 355 

役員賞与引当金 40 16 

その他 928 1,183 

流動負債合計 24,070 25,177 

固定負債    

長期借入金 1,151 630 

退職給付に係る負債 89 84 

その他 2,682 2,858 

固定負債合計 3,923 3,572 

負債合計 27,993 28,749 

純資産の部    

株主資本    

資本金 3,801 3,801 

資本剰余金 1,825 1,825 

利益剰余金 6,950 7,213 

自己株式 △123 △124 

株主資本合計 12,454 12,715 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 1,167 1,606 

土地再評価差額金 866 866 

為替換算調整勘定 △13 △73 

退職給付に係る調整累計額 185 161 

その他の包括利益累計額合計 2,206 2,560 

純資産合計 14,660 15,275 

負債純資産合計 42,654 44,025 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第２四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年９月30日) 

売上高 40,374 41,967 

売上原価 36,673 38,066 

売上総利益 3,700 3,901 

販売費及び一般管理費 3,118 3,225 

営業利益 581 675 

営業外収益    

受取利息 23 20 

受取配当金 57 54 

持分法による投資利益 － 4 

為替差益 － 60 

その他 15 26 

営業外収益合計 96 167 

営業外費用    

支払利息 22 19 

為替差損 142 － 

持分法による投資損失 4 － 

その他 20 0 

営業外費用合計 190 20 

経常利益 487 822 

特別利益    

投資有価証券売却益 258 － 

特別利益合計 258 － 

税金等調整前四半期純利益 746 822 

法人税、住民税及び事業税 178 227 

法人税等調整額 56 16 

法人税等合計 234 244 

四半期純利益 511 578 

親会社株主に帰属する四半期純利益 511 578 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第２四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年９月30日) 

四半期純利益 511 578 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △113 438 

為替換算調整勘定 △148 △60 

退職給付に係る調整額 △2 △24 

持分法適用会社に対する持分相当額 △0 0 

その他の包括利益合計 △265 353 

四半期包括利益 245 932 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 245 932 

非支配株主に係る四半期包括利益 － － 
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 746 822 

減価償却費 166 157 

のれん償却額 12 12 

投資有価証券売却損益（△は益） △258 － 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △4 7 

賞与引当金の増減額（△は減少） △94 1 

退職給付に係る資産負債の増減額 △51 △47 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △16 △23 

受取利息及び受取配当金 △80 △74 

支払利息 22 19 

未収入金の増減額（△は増加） 43 34 

売上債権の増減額（△は増加） 1,792 △745 

たな卸資産の増減額（△は増加） 123 △545 

仕入債務の増減額（△は減少） △1,741 △735 

前受金の増減額（△は減少） △18 257 

未払消費税等の増減額（△は減少） 44 11 

その他 139 43 

小計 826 △805 

利息及び配当金の受取額 80 74 

利息の支払額 △22 △18 

法人税等の支払額 △231 △315 

営業活動によるキャッシュ・フロー 651 △1,064 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △68 △42 

無形固定資産の取得による支出 △1 △35 

投資有価証券の取得による支出 △4 △4 

投資有価証券の売却による収入 526 28 

貸付けによる支出 － △1 

貸付金の回収による収入 4 8 

その他 9 0 

投資活動によるキャッシュ・フロー 464 △46 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,262 1,805 

長期借入れによる収入 450 － 

長期借入金の返済による支出 △609 △581 

配当金の支払額 △315 △315 

その他 △36 △6 

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,773 902 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △109 △15 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △766 △224 

現金及び現金同等物の期首残高 3,433 2,817 

現金及び現金同等物の四半期末残高 2,667 2,592 
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（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

 該当事項はありません。

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

 該当事項はありません。

 

（追加情報）

（役員向け株式交付信託について）

 当社は、当社の持続的な成長と企業価値向上に貢献する意識を高めることを目的として、当社取締役（社外取締

役及び監査等委員を除く。以下同じ。）を対象として業績連動型株式報酬制度「役員向け株式交付信託」を導入し

ております。

（１）取引の概要

 本制度は、当社が金銭を拠出することにより設定する信託が当社株式を取得し、業績に応じて当社が各取締役に

付与するポイントの数に相当する数の当社株式が本信託を通じて各取締役に交付されるという業績連動型の株式報

酬制度であります。業績の指標としては「親会社株主に帰属する当期純利益」を使用することとします。なお、取

締役が当社株式の交付を受ける時期は、原則として取締役の退任時といたします。

 

（２）信託に残存する自社の株式

 信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己株式と

して計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は当第２四半期連結会計期間末28百万円、184千株で

あります。
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（セグメント情報）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自平成28年４月１日 至平成28年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：百万円） 

  報告セグメント 
合計 調整額 

四半期連結損益

計算書計上額

（注）   建材 産業資材 賃貸不動産 

売上高            

外部顧客への売上高 23,421 16,779 172 40,374 － 40,374 

セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － 4 4 △4 － 

計 23,421 16,779 176 40,378 △4 40,374 

セグメント利益 50 451 79 581 － 581 

（注）セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自平成29年４月１日 至平成29年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：百万円） 

  報告セグメント 
合計 調整額 

四半期連結損益

計算書計上額

（注）   建材 産業資材 賃貸不動産 

売上高            

外部顧客への売上高 24,326 17,465 175 41,967 － 41,967 

セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － 4 4 △4 － 

計 24,326 17,465 180 41,971 △4 41,967 

セグメント利益 386 193 95 675 － 675 

（注）セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

（重要な後発事象）

（株式併合及び単元株式数の変更）

 当社は平成29年５月29日開催の取締役会において、単元株式数の変更及び定款の一部変更について決議するとと

もに、平成29年６月27日開催の第129回定時株主総会に株式併合に関する議案を付議することを決議し、同定時株

主総会で承認可決され、平成29年10月１日でその効力が発生しております。

 

（１）株式併合及び単元株式数の変更の目的 

 全国証券取引所は「売買単位の集約に向けた行動計画」を発表し、平成30年10月１日までに、すべての国内上

場会社の普通株式の売買単位を100株に統一することを目指しております。

 当社も、東京証券取引所に上場する会社としてこの趣旨を尊重し、当社株式の売買単位（単元株式数）を現在

の1,000株から100株に変更することとし、併せて、投資単位を証券取引所が望ましいとしている投資単位の水準

（５万円以上50万円未満）とすることを目的として、株式併合（10株を１株に併合）を実施するものでありま

す。

 

（２）株式併合の内容

①併合する株式の種類

 普通株式

 

②併合の方法・割合

 平成29年10月１日をもって、平成29年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主様の所有株式数10株につき

１株の割合で併合いたしました。
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③併合により減少する株式数

株式併合前の発行済株式総数（平成29年３月31日現在） 45,645,733株

株式併合により減少する株式数 41,081,160株

株式併合後の発行済株式総数 4,564,573株

（注）「株式併合により減少する株式数」及び「株式併合後の発行済株式総数」は、株式併合前の発行済株式総

数及び併合割合に基づき算出した理論値であります。 

 

④１株未満の端数が生じる場合の処理

 株式併合の結果、１株に満たない端数が生じた場合には、会社法第235条に基づき一括して処分し、その処分

代金を端数が生じた株主様に対して端数の割合に応じて分配いたします。 

 

（３）効力発生日における発行可能株式総数 

 14,000,000株

 株式併合の割合にあわせて、従来の140,000,000株から14,000,000株に減少いたしました。

 

（４）単元株式数の変更の内容 

 株式併合の効力発生と同時に、単元株式数を1,000株から100株に変更いたしました。 

 

（５）株式併合及び単元株式数の変更の日程 

取締役会決議日 平成29年５月29日

株主総会決議日 平成29年６月27日

株式併合及び単元株式数の変更の効力発生日 平成29年10月１日
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